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・「訓練実施計画変更届」には、変更前の「年間職業能力開発計画(訓練様式第 3号)」(写)、

「訓練別の対象者一覧(訓練様式第 4号)」(写)の添付が必要となります。 

・新たな訓練を追加する際には、その内容により「訓練計画提出時に必要な申請書類」に沿

った提出が必要となります。 

・「訓練実施計画届」が受理された際に、北海道労働局から受理通知と共に「人材開発支援助

成金 訓練実施計画変更届チェックリスト」、「人材開発支援助成金 支給申請書類チェック

リスト」が同送されます。これに基づき書類の点検を行ってください。 



訓練様式第２号(30.4改正）

〇 年 4 月 2 日
〒

印

〒

　
印

〒

印

訓練コースを追加・変更等したため、年間職業能力開発計画を添付のうえ、次のとおり届けます。

1

2

3

4

① ⑤ ⑧

② ⑥

③ ⑦

④ ⑧

5

【注意事項】
　　訓練実施計画届(訓練様式1号）受付後、年間計画に基づく特定訓練コース・一般訓練コースの実施につ
　いて、新たな訓練実施計画を追加することとなった場合は訓練開始日から１か月前までに(ただし、新たに
　雇い入れた被保険者のみを対象とした訓練等雇い入れ日から訓練開始日までが１ヶ月以内である訓練等に
　ついては、訓練開始日から起算して原則１ヶ月前までに）、既に届け出ている訓練実施計画について訓練カ
　リキュラム（訓練内容を含む）、実訓練時間数、受講者数（受講者名を含む）（受講者（予定）者数を減
　らす場合には不要）、OFF-JTに係る実施日時、実施場所、訓練講師（認定職業訓練を除く事業内訓練及び
　認定職業訓練を除く熟練技能育成・承継　訓練のみ）の変更が生じる場合（人材開発支援助成金（特定訓
　練コース・一般訓練コース）事業主訓練　実施計画届(訓練様式第１号）７欄（３）の企業規模を変更する
　場合、（人材開発支援助成金（特定訓練コース・一般訓練コース）年間職業能力開発計画８欄の受講（予
　定）者数を減らす場合を除く。）は当初計画(変更前の計画）していた訓練実施日もしくは変更後の訓練
　実施日のいずれか早い方の日の前日までに訓練実施計画変更届(訓練様式第２号)に新たな年間計画を添え
　て提出してください。なお病気、けが、天災等、やむを得ない理由により変更が生じた場合には、その理
　由を記した書面を添えて変更後の訓練実施日後７日以内までに変更届を提出することを必要とする。また、
　『⑧上記以外の変更』の場合には、支給申請の提出までに変更届を提出してください。

【記入上の注意】
１　事業主が自ら申請を行う場合は、事業主の記名・押印が必要です。
２　本様式に押印された事業主印は、雇用保険適用事業所設置届等（※）に押印された事業主印と同一でなくて
　はなりません。
　※雇用保険適用事業所設置届等とは、雇用保険適用事業所設置届、雇用保険適用事業所各種変更届、
　雇用保険被保険者関係届出関係事務等代理人選任・解任届のうち、直近に提出したものをいいます。
３　申請者が代理人の場合は、事業主が代理人に対し、本助成金の申請手続きについての権限を委任したこと
　証明する委任状を提出してください。この場合、「代理人」の欄に記名押印又は自署による署名を行うととも
　に、「事業主」の欄は代理する事業主等の住所及び氏名を記載してください。
    また、申請者が社会保険労務士法施行規則第16条第２項に規定する提出代行者又は同令第16条の３に規定す
　る事務代理者の場合は、「（提出代行者・事務代理者）社会保険労務士」欄に申請者の記名押印をするととも
　に、「事業主」の欄は事業主の記名押印又は署名を行ってください。
４ ５欄は、変更内容に東日本大震災復興対策による特例措置を利用する場合、有に○を記載してください。

訓練カリキュラム

実訓練時間数

訓練実施場所

上記以外の変更

※労働局受付印

受講者数（受講者名）

・有東日本大震災復興対策による特例措置利用の有無 無

訓練講師

新採用職員研修受講者の「被保険者番号確
定」(訓練別の対象者一覧(訓練様式第4号)
の変更))

所在地

氏　名

名　称

OFF-JTに係る実施日時

 北海道農業協同組合

変更事項（該当するものに○を付けてください）※⑧に○を付した場合は、併せて「⑧変更内容記入欄」に内
容を記載ください。

新たな訓練の追加

電話番号

 01 - 15 - 0191 - 0

雇用保険適用事業所番号  0123 - 001709 - 0

訓練実施計画届の受付番号

事業所の名称

変更内容記入欄

電話番号
氏　名
名　称
所在地

電話番号  011 - 386 - 7501

代表者役職名
氏名

 代表理事組合長　農 協 太 郎

新採用職員研修で「被
保険者番号」の確定が
間に合わない場合は、
北海道労働局へ事前に
相談してください

人材開発支援助成金(特定訓練コース・一般訓練コース)事業主訓練実施計画変更届（　1　回）

届出日 平成

労働局長　殿 069-0834
事　業　主 所在地  江別市文京台東町43番地1

代　理　人

名　称  北海道農業協同組合（出向元事業主）

（提出代行者・
事務代理者）

社会保険労務士

変更が生じる場合は、当初計画(変更前

の計画)していた訓練実施日もしくは変更

後の訓練実施日のいずれか早い方の日

の前日までに提出します。

新規追加は、到着日基準で訓練開始日

の前日から起算して1か月以上前提出厳

守です

〇

訓練者の減、研修そのものへ

の参加取り止めなどは必ずし

も変更届を必要としません

〇
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訓練様式第３号(30.4改正）
( )

① 一般訓練コース オ

② 特定訓練コース

ア

イ 若年人材育成訓練

ウ カ

エ 熟練技能育成・承継訓練 キ

5

6

7 8

9 （総訓練時間数）

（実訓練時間数）

11 （１）OFF-JTの時間数 （２）OJTの時間数

12 13

15

16

17

18

【注意事項】

・ホームページから様式をダウンロードするときは、必ず裏面も印刷した上で使用してください。

5
総訓練時間数及び
実訓練時間数

訓練コースの名称 受講（予定）者数

最終日

訓練の実施期間

年

□　事業内訓練
 　事業外訓練

※『事業内訓練』にチェックを入れた場合は下記に事業内講師名を記載してください。
氏名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

年

〇〇

月
50 00時間

時間

人1

4

（４）出向元事業主・事業主

（６）出向先事業主（５）出向先事業主・事業主団体

3

助成対象労働者に
ついて

訓練様式第４号に記載してください。
（※）企業連携型訓練の場合は出向元事業所における助成対象労働者の職務内容

助成対象労働者の職務内容と訓練の関連性
（企業連携型訓練の場合は出向元事業所にお
ける助成対象労働者の職務内容と訓練の関連
性）

　社会人としての基本的動作、仕事の進め方など職場における基本的ルールを中心に学び、教室内はもとより寮
生活を含めて生活指導を重視する。
　また、職場におけるビジネスマナーなどについての理論を学び、実習により技能を体得する。
　さらに、「協同組合とは何か」「どんな事業があるのか」など農協職員として初歩的・基礎的知識の習得をめ
ざす。

育児休業期間中に自発的に訓練を実施する
旨の申し立ての有無（育児休業者に対する
訓練を実施する場合）

4 セルフ・キャリアドック制度導入の有無

10

12

・ 無 有　 ・　　無

受講者全員が新規採用者

分

分

 新採用職員研修

〇〇

43 00

14

認定実習併用職業訓練

中高年齢者雇用型訓練

労働生産性向上訓練

企業単独型訓練

企業連携型訓練

事業主団体等連携型訓練

4

初  日 日

日月

訓練として行われる職業能力検定の有無 　有

時間

若者雇用促進法に基づく認定事業主

教育訓練機関の名称
及び訓練の実施場所

　

一般財団法人 北海道農業協同組合学校
江別市文京台東町43番地1

訓練カリキュラム 別添資料として添付してください。

総訓練時間数の内
訳
『2助成の区分』の
うちオ、カおよび
キの場合のみ記載
（ただし（３）～
（６）については
オの場合のみ記載

分 時間

(2)職務内容(※)

時間

訓練種別

訓練として行われるキャリアコンサルティングの有無

分

(1)氏名

分 時間 分

（３）出向元事業主・事業主

人材開発支援助成金(特定訓練コース・一般訓練コース)年間職業能力開発計画

1 2

3 枚中 1 枚目

○

年間計画番号 1 グローバル人材育成訓練

特定分野認定実習併用職業訓練

助成の区分
（該当するものに○

を付ける）
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訓練様式第３号〔人材開発支援助成金(特定訓練コース・一般訓練コース)年間職業能力開発計画〕(裏面)  
【提出上の注意】 
 ・特定分野認定実習併用職業訓練における企業連携型訓練については、出向元事業主と出向先事業主、事業主団体等連携型訓練については、事

業主と事業主団体が共同してこの計画を作成してください。 
 
・期限について 
１ 支給申請書は、訓練終了日の翌日から起算して２か月以内に事業所の所在する都道府県の労働局へ提出してください。なお、 
  特定分野認定実習併用職業訓練、認定実習併用職業訓練については、厚生労働大臣の認定を受けた実訓練時間数を超えて OJT を実施する場

合においては、厚生労働大臣の認定を受けた実訓練時間数に達した日をもって訓練終了の日とします。 
  また、１コースの訓練期間が２年以上である場合、１年間の訓練等を修了した日の翌日から起算して２か月以内に支給申請することができま

す。 
この場合、当該１年間に係る額の支給申請となります。 

２ 既に提出した訓練コースに変更（訓練カリキュラム（訓練内容を含む）、実訓練時間数、受講者数（受講者名を含む）（受講者（予定）者数を

減らす場合には不要）、OFF-JT に係る実施日時、実施場所、訓練講師（認定職業訓練を除く事業内訓練及び認定職業訓練を除く熟練技能育成・

承継訓練のみ））する場合（企業規模を変更する場合や年間職業能力開発計画８欄の受講（予定）者数を減らす場合を除く。）は、当初計画して

いた訓練実施日もしくは変更後の実施日のいずれか早い方の前日までに人材開発支援助成金（特定訓練コース・一般訓練コース）訓練実施計画

変更届（訓練様式第２号）に新たな人材開発支援助成金（特定訓練コース・一般訓練コース）年間職業能力開発計画（訓練様式第３号）を添え

て提出してください。なお病気、けが、天災等、やむを得ない理由により変更が生じた場合には、変更後の訓練実施日後 7 日以内までにやむを

得ない理由が確認できる資料を添えて変更届を提出することを必要とする。また、人材開発支援助成金（特定訓練コース・一般訓練コース）訓

練実施計画変更届（訓練様式第２号）を提出せずに訓練等を実施した場合は助成の対象となりません。 
   
【記入上の注意】 

① １欄の年間計画番号には、訓練コース毎に通し番号をつけてください。他のコースと同じ番号を付けないように注意してください。 

② ２～６欄は、該当するものに「○」を記入してください。 

③ ７欄は訓練コースの名称を記入してください。訓練コースとは、事業外訓練の場合は受講した訓練機関が設けている訓練名を、事業内訓練

の場合は、申請事業主が独自に訓練名を設定してください。 

④ ８欄は、訓練の受講（予定）者数を記入してください。 

⑤ ９欄は、総訓練時間に計上される訓練の初日と最終日を記入してください。なお、通信教育を含む訓練の場合は、通信教育の部分について

も含まれるものとします。 

⑥ 10 欄の「総訓練時間数」は、昼食等の食事を伴う休憩時間を除いた訓練時間を記載してください。なお、通信訓練を含む訓練が実施される

場合は、通信教育の部分についても総訓練時間数に含まれるものとします。 

また、「実訓練時間数」は、「総訓練時間数」、移動時間・助成対象とならないカリキュラム等の時間を除いた時間数を記載してください。 

⑦ 11 欄は、『2 助成の区分』のうち『オ 特定分野認定実習併用職業訓練』、『カ 認定実習併用職業訓練』及び『キ 中高年齢者雇用型訓練』の

場合のみ総訓練時間数の内訳（座学等（OFF-JT）と実習（OJT）の時間数）を記入してください。また11欄(3)から 11 欄(6)については、『オ 

特定分野認定実習併用職業訓練』の場合のみ記載してください。 

⑧ 12 欄は、訓練として行われる職業能力検定が計画されているかについて、該当箇所に「○」を付けてください。 

⑨ 13 欄は、訓練として行われるキャリアコンサルティングが計画されているかについて、該当箇所に「○」を付けてください。 

⑩ 14 欄は、訓練様式第４号を用いて、助成対象労働者の氏名、職務内容、雇用保険被保険者番号等を記載してください。 

⑪ 15 欄は、訓練コ－スの内容と助成対象労働者の職務がどのように直接関連するか具体的に記入してください。 

⑫ 16 欄は、訓練の実施方法についてどちらかにチェックをいれてください。なお、『事業内訓練』にチェックを入れた場合は講師の氏名を記

載するようお願いします。 

 ・事業内訓練 

  Off-JT であって、申請事業主自らが主催し、事業内において集合形式で実施する訓練等のことをいいます。社外の講師を招聘した行った訓

練であっても申請事業主自らが企画し主催した訓練は事業内訓練になります。 

  ・事業外訓練 

   Off-JT であって、公共の職業能力開発施設、学校教育法上の教育機関、各種学校、専修学校、認定職業訓練施設、他の事業主団体等が企画

し主催している訓練等をいいます。 
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訓

練
受

講
予

定
者

の
経

費
負

担
の

有
無

⑪
 
キ

ャ
リ

ア
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
の

実
施

の
有

無
⑩

 
対

象
者

の
属

性

（
　

1
　

枚
中

　
1
　

枚
目

）

1 3

組
合

 
花

子
 
新

規
学

卒
予

定
者

　
　

 
 
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

□
有
　
□

無
　
 

特
定
訓
練
コ
ー
ス

若
年
人
材
育
成
訓
練

42 75

有
　
□

無
　
□

有
　
□

無
　
□

 
新

規
学

卒
予

定
者

　
　

□
 
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

□

6

有
　
□

無
　
□

有
　
□

無
　
□

　
　

ア
　

事
業

主
命

令
に

よ
る

受
講

　
□

　
　

イ
　

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

　
□

　
　

　
　

（
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

　
 
□

）  
 
 
 
　
 
 
（

事
業

主
に

よ
る

賃
金

の
支

払
い

 
□

） 　
　

ア
　

事
業

主
命

令
に

よ
る

受
講

　
□

　
　

イ
　

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

　
□

　
　

　
　

（
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

　
 
□

）  
 
 
 
　
 
 
（

事
業

主
に

よ
る

賃
金

の
支

払
い

 
□

）

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□

 
新

規
学

卒
予

定
者

　
　

□
 
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

□

 
新

規
学

卒
予

定
者

　
　

□
 
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

□

 
新

規
学

卒
予

定
者

　
　

□
 
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

□
有
　
□

無
　
□

　
　

ア
　

事
業

主
命

令
に

よ
る

受
講

　
□

　
　

イ
　

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

　
□

　
　

　
　

（
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

　
 
□

）  
 
 
 
　
 
 
（

事
業

主
に

よ
る

賃
金

の
支

払
い

 
□

）

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□

　
　

ア
　

事
業

主
命

令
に

よ
る

受
講

　
□

　
　

イ
　

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

　
□

　
　

　
　

（
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

　
 
□

）  
 
 
 
　
 
 
（

事
業

主
に

よ
る

賃
金

の
支

払
い

 
□

） 　
　

ア
　

事
業

主
命

令
に

よ
る

受
講

　
□

　
　

イ
　

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

　
□

　
　

　
　

（
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

　
 
□

）  
 
 
 
　
 
 
（

事
業

主
に

よ
る

賃
金

の
支

払
い

 
□

）

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□

 
新

規
学

卒
予

定
者

　
　

□
 
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

□

 
新

規
学

卒
予

定
者

　
　

□
 
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

□
有
　
□

無
　
□

有
　

□
無

　
 

有
　

□
無

　
 

未
配

属
1

　
　

ア
　

事
業

主
命

令
に

よ
る

受
講

　
 

　
　

イ
　

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

　
□

　
　

　
　

（
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

　
 
□

）  
 
 
 
　
 
 
（

事
業

主
に

よ
る

賃
金

の
支

払
い

 
□

） 　
　

ア
　

事
業

主
命

令
に

よ
る

受
講

　
□

　
　

イ
　

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

　
□

　
　

　
　

（
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

　
 
□

）  
 
 
 
　
 
 
（

事
業

主
に

よ
る

賃
金

の
支

払
い

 
□

）

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□
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1
①

、
②

、
⑤

～
⑨

、
⑩

は
全

メ
ニ

ュ
ー

共
通

で
記

載
し

、
⑪

、
⑫

は
特

定
分

野
認

定
実

習
併

用
職

業
訓

練
、

認
定

実
習

併
用

職
業

訓
練

、
中

高
年

齢
者

雇
用

型
訓

練
の

場
合

の
み

、
③

、
④

、
⑬

、
⑭

は
専

門
実

践
教

育
訓

練
の

み
記

載
し

て
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

2
①

年
間

計
画

番
号

欄
に

は
、

年
間

職
業

能
力

開
発

計
画

（
訓

練
様

式
第

３
号

）
と

対
応

し
た

年
間

計
画

番
号

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

3
②

訓
練

コ
ー

ス
の

名
称

は
、

年
間

職
業

能
力

開
発

計
画

（
訓

練
様

式
第

３
号

）
の

７
欄

に
記

載
し

た
訓

練
コ

ー
ス

の
名

称
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

5 6 7 8 1
1

1
2

1
3 1

（
※
1
）
年
間
職
業
能
力
開
発
計
画
期
間
を
指
し
ま
す
。

2 34

⑥
職

務
内

容
は

、
助

成
対

象
労

働
者

の
職

務
内

容
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

例
：

①
一

般
訓

練
コ

ー
ス

同
一

労
働

者
が

受
講

で
き

る
受

講
回

数
は

、
１

年
度

（
※

１
）

当
た

り
３

コ
ー

ス
ま

で
で

す
。

【
そ

の
他

の
注

意
事

項
】

【
記

入
上

の
注

意
】

9 1
0

⑪
受

講
回

数
欄

は
、

本
助

成
金

の
助

成
対

象
と

な
る

受
講

生
の

訓
練

受
講

回
数

を
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

③
専

門
実

践
教

育
訓

練
の

講
座

指
定

番
号

欄
に

は
、

雇
用

保
険

法
施

行
規

則
第

1
0
1
条

の
２

の
７

第
２

号
に

規
定

す
る

中
長

期
的

な
キ

ャ
リ

ア
形

成
に

資
す

る
専

門
的

か
つ

実
践

的
な

教
育

訓
練

と
し

て
厚

生
労

働
大

臣
が

指
定

す
る

教
育

訓
練

の
講

座
の

指
定

番
号

（
５

桁
－

６
桁

－
１

桁
）

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

訓
練

様
式

第
4
号

〔
人

材
開

発
支

援
助

成
金

（
特

例
訓

練
コ

ー
ス

・
一

般
訓

練
コ

ー
ス

）
訓

練
別

の
対

象
者

一
覧

〕
(
裏

面
)

※
　

事
業

主
が

講
座

経
費

の
全

額
（

1
0
0
万

円
）

を
教

育
訓

練
機

関
に

支
払

い
（

立
替

払
い

を
し

て
）

、
後

日
そ

の
う

ち
の

一
部

（
5
0
万

円
）

を
労

働
者

が
事

業
主

に
支

払
う

場
合

、
助

成
金

の
対

象
経

費
は

1
0
0
万

円
で

は
な

く
、

事
業

主
が

実
質

的
に

負
担

し
た

金
額

（
5
0
万

円
）

と
な

り
ま

す
。

⑭
雇

用
保

険
の

教
育

訓
練

給
付

金
の

支
給

申
請

予
定

に
は

、
⑬

訓
練

受
講

予
定

者
の

経
費

負
担

の
有

無
欄

で
「

有
」

に
 

を
つ

け
た

訓
練

受
講

予
定

者
に

つ
い

て
、

雇
用

保
険
の

教
育

訓
練

給
付

制
度

を
活

用
し

て
訓

練
受

講
予

定
者

が
経

費
を

負
担

す
る

予
定

が
あ

る
場

合
は

、
「

有
」

に
 
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

雇
用

保
険

の
教

育
訓

練
給

付
制

度
を

活
用

し
て

訓
練

受
講

予
定

者
が

経
費

を
負

担
す

る
予

定
が

な
い

場
合

は
、

「
無
」

に
 

を
つ

け
て

く
だ

さ
い

。

⑬
キ

ャ
リ

ア
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
の

実
施

の
有

無
は

、
「

⑩
対

象
者

の
属

性
」

欄
で

「
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

」
に

チ
ェ

ッ
ク

し
た

場
合

、
又

は
特

定
分

野
認

定
実

習
併

用
職

業
訓

練
（
企

業
単

独
型

訓
練

）
の

場
合

、
訓

練
対

象
者

に
対

す
る

キ
ャ

リ
ア

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

の
実

施
の

有
無

を
チ

ェ
ッ

ク
し

て
く

だ
さ

い
。

⑬
訓

練
受

講
予

定
者

の
経

費
負

担
の

有
無

欄
に

は
、

雇
用

保
険

の
教

育
訓

練
給

付
制

度
を

活
用

す
る

な
ど

に
よ

り
、

訓
練

受
講

予
定

者
が

経
費

を
負

担
す

る
予

定
が

あ
る

場
合

は
、

「
有
」

に
 

を
つ

け
て

く
だ

さ
い

。
訓

練
受

講
予

定
者

が
経

費
を

負
担

す
る

予
定

が
な

い
場

合
（

事
業

主
が

経
費

の
全

額
を

負
担

す
る

場
合

）
は

、
「

無
」

に
 
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

氏
名

欄
が

不
足

す
る

場
合

は
、

様
式

第
４

号
（

継
紙

）
に

記
載

し
、

本
紙

に
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

④
訓

練
の

実
施

方
法

欄
は

、
講

座
指

定
さ

れ
た

専
門

実
践

教
育

訓
練

の
実

施
方

法
に

つ
い

て
、

通
学

制
又

は
通

信
制

い
ず

れ
か

に
○

を
付

け
て

く
だ

さ
い

。

⑧
助

成
区

分
は

、
年

間
職

業
能

力
開

発
計

画
（

訓
練

様
式

第
3
号

）
の

「
２

の
助

成
の

区
分

」
で

○
を

付
け

た
名

称
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

　
　

②
特

定
訓

練
コ

ー
ス

の
ア

若
年

人
材

育
成

訓
練

　
等

⑫
訓

練
の

受
講

形
態

欄
に

は
、

ア
又

は
イ

の
該

当
す

る
受

講
形

態
に

 
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

イ
の

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

に
該

当
し

、
訓

練
経

費
の

一
部

又
は

全
部

の
額

を
事

業
主

が
負

担
す

る
場

合
は

「
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

」
に

 
を

つ
け

、
訓

練
受

講
中

に
賃

金
を

支
払

う
場

合
は

「
事

業
主

に
よ

る
賃

金
の

支
払

い
」

に
 
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

な
お

、
ア

に
該

当
す

る
場

合
、

事
業

主
は

経
費

を
全

額
負

担
す

る
必

要
が
あ

り
、

受
講

者
に

経
費

の
一

部
又

は
全

部
の

額
を

負
担

さ
せ

た
場

合
は

支
給

対
象

外
と

な
り

ま
す

の
で

御
留

意
く

だ
さ

い
。

受
講

者
数

（
受

講
者

名
）

や
訓

練
の

受
講

形
態

（
※

２
）

に
つ

い
て

変
更

が
生

じ
る

場
合

は
、

人
材

開
発

支
援

助
成

金
（

特
定

訓
練

コ
ー

ス
・

一
般

訓
練

コ
ー

ス
）

事
業

主
訓

練
実

施
計
画

変
更

届
（

訓
練

様
式

第
２

号
）

を
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

※
２

　
訓

練
の

受
講

形
態

に
つ

い
て

は
、

「
ア

　
事

業
主

命
令

に
よ

る
受

講
」

又
は

「
イ

　
労

働
者

の
自

発
的

な
受

講
」

に
関

す
る

変
更

に
つ

い
て

人
材

開
発

支
援

助
成

金
（

特
定

訓
練
コ

ー
ス

・
一

般
訓

練
コ

ー
ス

）
事

業
主

訓
練

実
施

計
画

変
更

届
（

訓
練

様
式

第
２

号
）

を
提

出
し

て
く

だ
さ

い
（

「
イ

　
労

働
者

の
自

発
的

な
受

講
」

の
う

ち
、

「
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

」
や

「
事

業
主

に
よ

る
賃

金
の

支
払

い
」

に
関

す
る

変
更

に
つ
い

て
は

、
提

出
不

要
で

す
。

）
。

事
業

主
が

、
労

働
者

の
自

発
的

な
受

講
に

対
し

て
支

援
を

行
う

場
合

で
あ

っ
て

、
厚

生
労

働
大

臣
が

指
定

す
る

専
門

実
践

教
育

訓
練

の
教

育
訓

練
講

座
の

経
費

（
入

学
料

及
び

受
講

料
）
を

事
業

主
と

労
働

者
の

双
方

が
負

担
す

る
場

合
の

助
成

の
対

象
と

な
る

経
費

は
以

下
の

例
の

と
お

り
で

す
。

事
業

主
負

担
分

5
0
万
円

労
働
者

負
担

分
50
万
円

講
座

経
費

（
入
学
料

及
び
受

講

料
）

（
1
00
万
円

）
助
成

金
の
対
象

と
な
る
経
費

助
成
金
の

対
象
と

な
ら
な
い
経

費

【
例
】
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変
更

後

【
②
訓
練
コ
ー
ス
の
名
称
】
　
新
採
用
職
員
研
修

【
③
専
門
実
践
教
育
訓
練
の
講
座
指
定
番
号
】

【
④
訓
練
の
実
施
方
法
】
　
通
学
制
　
・
　
通
信
制

宿
泊
研
修

訓
練

様
式

第
４

号
(
3
0
.
4
改

正
）

【
①
年
間
計
画
番
号
】
 
 
 
 
 
 
1

№
⑤

 
氏

　
　

名
⑦

 
雇

用
保

険
　

被
保

険
者

番
号

⑥
 
職

務
内

容
⑧

 
助

成
区

分

人
材
開
発
支
援
助
成
金
（
特
定
訓
練
コ
ー
ス
・
一
般
訓
練
コ
ー
ス
）
訓
練
別
の
対
象
者
一
覧

⑭
 
雇

用
保

険
の

教
育

訓
練

給
付

金
の

支
給

申
請

予
定

⑨
 
受

講
 
 
 
回

数
⑫

 
訓

練
の

受
講

形
態

⑬
 
訓

練
受

講
予

定
者

の
経

費
負

担
の

有
無

⑪
 
キ

ャ
リ

ア
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
の

実
施

の
有

無
⑩

 
対

象
者

の
属

性

（
　

1
　

枚
中

　
1
　

枚
目

）

6

 
新

規
学

卒
予

定
者

　
　

 
 
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

□
有
　
□

無
　
 

5
0
9
8
-
1
9
8
2
8
7
-
8

特
定
訓
練
コ
ー
ス

若
年
人
材
育
成
訓
練

42 75

有
　
□

無
　
□

有
　
□

無
　
□

 
新

規
学

卒
予

定
者

　
　

□
 
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

□

 
新

規
学

卒
予

定
者

　
　

□
 
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

□
有
　
□

無
　
□

　
　

ア
　

事
業

主
命

令
に

よ
る

受
講

　
□

　
　

イ
　

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

　
□

　
　

　
　

（
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

　
 
□

）  
 
 
 
　
 
 
（

事
業

主
に

よ
る

賃
金

の
支

払
い

 
□

）

有
　

□
無

　
□

 
新

規
学

卒
予

定
者

　
　

□
 
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

□
有
　
□

無
　
□

1 3

組
合

 
花

子

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□

　
　

ア
　

事
業

主
命

令
に

よ
る

受
講

　
□

　
　

イ
　

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

　
□

　
　

　
　

（
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

　
 
□

）  
 
 
 
　
 
 
（

事
業

主
に

よ
る

賃
金

の
支

払
い

 
□

） 　
　

ア
　

事
業

主
命

令
に

よ
る

受
講

　
□

　
　

イ
　

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

　
□

　
　

　
　

（
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

　
 
□

）  
 
 
 
　
 
 
（

事
業

主
に

よ
る

賃
金

の
支

払
い

 
□

）

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□

 
新

規
学

卒
予

定
者

　
　

□
 
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

□

有
　

□
無

　
 

有
　

□
無

　
 

購
買

実
務

全
般

1

　
　

ア
　

事
業

主
命

令
に

よ
る

受
講

　
 

　
　

イ
　

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

　
□

　
　

　
　

（
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

　
 
□

）  
 
 
 
　
 
 
（

事
業

主
に

よ
る

賃
金

の
支

払
い

 
□

） 　
　

ア
　

事
業

主
命

令
に

よ
る

受
講

　
□

　
　

イ
　

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

　
□

　
　

　
　

（
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

　
 
□

）  
 
 
 
　
 
 
（

事
業

主
に

よ
る

賃
金

の
支

払
い

 
□

）

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□

有
　
□

無
　
□

有
　
□

無
　
□

　
　

ア
　

事
業

主
命

令
に

よ
る

受
講

　
□

　
　

イ
　

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

　
□

　
　

　
　

（
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

　
 
□

）  
 
 
 
　
 
 
（

事
業

主
に

よ
る

賃
金

の
支

払
い

 
□

） 　
　

ア
　

事
業

主
命

令
に

よ
る

受
講

　
□

　
　

イ
　

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

　
□

　
　

　
　

（
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

　
 
□

）  
 
 
 
　
 
 
（

事
業

主
に

よ
る

賃
金

の
支

払
い

 
□

）

有
　

□
無

　
□

有
　

□
無

　
□

 
新

規
学

卒
予

定
者

　
　

□
 
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

□

 
新

規
学

卒
予

定
者

　
　

□
 
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

□

職
務
内
容
、
被
保
険
者
番
号
の

変
更
例

                                          -計画変更届 7- 　　                                      
                                           



1
①

、
②

、
⑤

～
⑨

、
⑩

は
全

メ
ニ

ュ
ー

共
通

で
記

載
し

、
⑪

、
⑫

は
特

定
分

野
認

定
実

習
併

用
職

業
訓

練
、

認
定

実
習

併
用

職
業

訓
練

、
中

高
年

齢
者

雇
用

型
訓

練
の

場
合

の
み

、
③

、
④

、
⑬

、
⑭

は
専

門
実

践
教

育
訓

練
の

み
記

載
し

て
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

2
①

年
間

計
画

番
号

欄
に

は
、

年
間

職
業

能
力

開
発

計
画

（
訓

練
様

式
第

３
号

）
と

対
応

し
た

年
間

計
画

番
号

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

3
②

訓
練

コ
ー

ス
の

名
称

は
、

年
間

職
業

能
力

開
発

計
画

（
訓

練
様

式
第

３
号

）
の

７
欄

に
記

載
し

た
訓

練
コ

ー
ス

の
名

称
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

5 6 7 8 1
1

1
2

1
3 1

（
※
1
）
年
間
職
業
能
力
開
発
計
画
期
間
を
指
し
ま
す
。

2 3

⑥
職

務
内

容
は

、
助

成
対

象
労

働
者

の
職

務
内

容
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

例
：

①
一

般
訓

練
コ

ー
ス

同
一

労
働

者
が

受
講

で
き

る
受

講
回

数
は

、
１

年
度

（
※

１
）

当
た

り
３

コ
ー

ス
ま

で
で

す
。

【
そ

の
他

の
注

意
事

項
】

【
記

入
上

の
注

意
】

9 1
0

⑪
受

講
回

数
欄

は
、

本
助

成
金

の
助

成
対

象
と

な
る

受
講

生
の

訓
練

受
講

回
数

を
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

⑧
助

成
区

分
は

、
年

間
職

業
能

力
開

発
計

画
（

訓
練

様
式

第
3
号

）
の

「
２

の
助

成
の

区
分

」
で

○
を

付
け

た
名

称
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

　
　

②
特

定
訓

練
コ

ー
ス

の
ア

若
年

人
材

育
成

訓
練

　
等

⑫
訓

練
の

受
講

形
態

欄
に

は
、

ア
又

は
イ

の
該

当
す

る
受

講
形

態
に

 
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

イ
の

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

に
該

当
し

、
訓

練
経

費
の

一
部

又
は

全
部

の
額

を
事

業
主

が
負

担
す

る
場

合
は

「
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

」
に

 
を

つ
け

、
訓

練
受

講
中

に
賃

金
を

支
払

う
場

合
は

「
事

業
主

に
よ

る
賃

金
の

支
払

い
」

に
 
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

な
お

、
ア

に
該

当
す

る
場

合
、

事
業

主
は

経
費

を
全

額
負

担
す

る
必

要
が
あ

り
、

受
講

者
に

経
費

の
一

部
又

は
全

部
の

額
を

負
担

さ
せ

た
場

合
は

支
給

対
象

外
と

な
り

ま
す

の
で

御
留

意
く

だ
さ

い
。

③
専

門
実

践
教

育
訓

練
の

講
座

指
定

番
号

欄
に

は
、

雇
用

保
険

法
施

行
規

則
第

1
0
1
条

の
２

の
７

第
２

号
に

規
定

す
る

中
長

期
的

な
キ

ャ
リ

ア
形

成
に

資
す

る
専

門
的

か
つ

実
践

的
な

教
育

訓
練

と
し

て
厚

生
労

働
大

臣
が

指
定

す
る

教
育

訓
練

の
講

座
の

指
定

番
号

（
５

桁
－

６
桁

－
１

桁
）

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

訓
練

様
式

第
4
号

〔
人

材
開

発
支

援
助

成
金

（
特

例
訓

練
コ

ー
ス

・
一

般
訓

練
コ

ー
ス

）
訓

練
別

の
対

象
者

一
覧

〕
(
裏

面
)

4

※
　

事
業

主
が

講
座

経
費

の
全

額
（

1
0
0
万

円
）

を
教

育
訓

練
機

関
に

支
払

い
（

立
替

払
い

を
し

て
）

、
後

日
そ

の
う

ち
の

一
部

（
5
0
万

円
）

を
労

働
者

が
事

業
主

に
支

払
う

場
合

、
助

成
金

の
対

象
経

費
は

1
0
0
万

円
で

は
な

く
、

事
業

主
が

実
質

的
に

負
担

し
た

金
額

（
5
0
万

円
）

と
な

り
ま

す
。

⑭
雇

用
保

険
の

教
育

訓
練

給
付

金
の

支
給

申
請

予
定

に
は

、
⑬

訓
練

受
講

予
定

者
の

経
費

負
担

の
有

無
欄

で
「

有
」

に
 

を
つ

け
た

訓
練

受
講

予
定

者
に

つ
い

て
、

雇
用

保
険
の

教
育

訓
練

給
付

制
度

を
活

用
し

て
訓

練
受

講
予

定
者

が
経

費
を

負
担

す
る

予
定

が
あ

る
場

合
は

、
「

有
」

に
 
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

雇
用

保
険

の
教

育
訓

練
給

付
制

度
を

活
用

し
て

訓
練

受
講

予
定

者
が

経
費

を
負

担
す

る
予

定
が

な
い

場
合

は
、

「
無
」

に
 

を
つ

け
て

く
だ

さ
い

。

⑬
キ

ャ
リ

ア
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
の

実
施

の
有

無
は

、
「

⑩
対

象
者

の
属

性
」

欄
で

「
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

」
に

チ
ェ

ッ
ク

し
た

場
合

、
又

は
特

定
分

野
認

定
実

習
併

用
職

業
訓

練
（
企

業
単

独
型

訓
練

）
の

場
合

、
訓

練
対

象
者

に
対

す
る

キ
ャ

リ
ア

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

の
実

施
の

有
無

を
チ

ェ
ッ

ク
し

て
く

だ
さ

い
。

⑬
訓

練
受

講
予

定
者

の
経

費
負

担
の

有
無

欄
に

は
、

雇
用

保
険

の
教

育
訓

練
給

付
制

度
を

活
用

す
る

な
ど

に
よ

り
、

訓
練

受
講

予
定

者
が

経
費

を
負

担
す

る
予

定
が

あ
る

場
合

は
、

「
有
」

に
 

を
つ

け
て

く
だ

さ
い

。
訓

練
受

講
予

定
者

が
経

費
を

負
担

す
る

予
定

が
な

い
場

合
（

事
業

主
が

経
費

の
全

額
を

負
担

す
る

場
合

）
は

、
「

無
」

に
 
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

氏
名

欄
が

不
足

す
る

場
合

は
、

様
式

第
４

号
（

継
紙

）
に

記
載

し
、

本
紙

に
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

④
訓

練
の

実
施

方
法

欄
は

、
講

座
指

定
さ

れ
た

専
門

実
践

教
育

訓
練

の
実

施
方

法
に

つ
い

て
、

通
学

制
又

は
通

信
制

い
ず

れ
か

に
○

を
付

け
て

く
だ

さ
い

。

受
講

者
数

（
受

講
者

名
）

や
訓

練
の

受
講

形
態

（
※

２
）

に
つ

い
て

変
更

が
生

じ
る

場
合

は
、

人
材

開
発

支
援

助
成

金
（

特
定

訓
練

コ
ー

ス
・

一
般

訓
練

コ
ー

ス
）

事
業

主
訓

練
実

施
計
画

変
更

届
（

訓
練

様
式

第
２

号
）

を
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

※
２

　
訓

練
の

受
講

形
態

に
つ

い
て

は
、

「
ア

　
事

業
主

命
令

に
よ

る
受

講
」

又
は

「
イ

　
労

働
者

の
自

発
的

な
受

講
」

に
関

す
る

変
更

に
つ

い
て

人
材

開
発

支
援

助
成

金
（

特
定

訓
練
コ

ー
ス

・
一

般
訓

練
コ

ー
ス

）
事

業
主

訓
練

実
施

計
画

変
更

届
（

訓
練

様
式

第
２

号
）

を
提

出
し

て
く

だ
さ

い
（

「
イ

　
労

働
者

の
自

発
的

な
受

講
」

の
う

ち
、

「
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

」
や

「
事

業
主

に
よ

る
賃

金
の

支
払

い
」

に
関

す
る

変
更

に
つ
い

て
は

、
提

出
不

要
で

す
。

）
。

事
業

主
が

、
労

働
者

の
自

発
的

な
受

講
に

対
し

て
支

援
を

行
う

場
合

で
あ

っ
て

、
厚

生
労

働
大

臣
が

指
定

す
る

専
門

実
践

教
育

訓
練

の
教

育
訓

練
講

座
の

経
費

（
入

学
料

及
び

受
講

料
）
を

事
業

主
と

労
働

者
の

双
方

が
負

担
す

る
場

合
の

助
成

の
対

象
と

な
る

経
費

は
以

下
の

例
の

と
お

り
で

す
。

事
業

主
負

担
分

5
0
万
円

労
働
者

負
担

分
50
万
円

講
座

経
費

（
入
学
料

及
び
受

講

料
）

（
1
00
万
円

）
助
成

金
の
対
象

と
な
る
経
費

助
成
金
の

対
象
と

な
ら
な
い
経

費

【
例
】
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雇用契約書 

 

氏
ふり

 名
がな

 組合
くみあい

 花子
は な こ

 生年月日 平成 8年 9月 25 日 

現住所 

〒069-0834 

江別市文京台東町 48 番地 

TEL 011-386-7501 

 

以下の条件により雇用契約を締結する。 

雇用期間 
期間の定め 有・無 

平成 29年 4 月 1 日 ～ 平成  年  月  日（ ヶ月間） 

就業場所 北海道農業協同組合 総務部 

業務の内容 総務業務全般 

就業時間 午前 9時 00 分 ～ 午後 5時 00 分 

休憩時間 午後 12時 00 分 ～ 午後 1時 00 分までの 60 分間 

所定時間外労働 
1.所定時間外労働：有（ 2 時間程度/月）・無 

2.休日労働：有（  日程度/月）・無 

休日 土曜、日曜日 国民の祝日 年末年始(12/31~1/3) 

休暇 

年次有給休暇・夏季休暇・冬期休暇 

代替休暇（有・無） 

その他特別休暇（有・無） 

賃金 
 

初任給他、賃金規程による 

交通費 実費支給 

加入保険 北農健保組合 

退職に関する 

事項 

1.定年制：有（満 60歳）・無 

2.自己都合退職（自己都合退職の場合、退職する 120 日前に届け出ること） 

3.解雇（解雇については、当社就業規則による） 

その他 

 

 

 

平成 30年 4 月 1 日 

雇用者  住所： 江別市文京台東町 48 番地 

名前： 組合 花子           印 

 

被雇用者 住所： 江別市文京台東町 43 番地 1 

名前： 北海道農業協同組合  

代表理事組合長 農協 太郎    印 
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訓練様式第３号(30.4改正）
追加例 ( )

① 一般訓練コース オ

② 特定訓練コース

ア

イ 若年人材育成訓練

ウ カ

エ 熟練技能育成・承継訓練 キ

5

6

7 8

9 （総訓練時間数）

（実訓練時間数）

11 （１）OFF-JTの時間数 （２）OJTの時間数

12 13

15

16

17

18

【注意事項】

・ホームページから様式をダウンロードするときは、必ず裏面も印刷した上で使用してください。

30

17
総訓練時間数及び
実訓練時間数

訓練コースの名称 受講（予定）者数

最終日

訓練の実施期間

年

□　事業内訓練
 　事業外訓練

※『事業内訓練』にチェックを入れた場合は下記に事業内講師名を記載してください。
氏名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

年

〇△

月
11 30時間

時間

人1

1

（４）出向元事業主・事業主

（６）出向先事業主（５）出向先事業主・事業主団体

若者雇用促進法に基づく認定事業主
3

助成対象労働者に
ついて

訓練様式第４号に記載してください。
（※）企業連携型訓練の場合は出向元事業所における助成対象労働者の職務内容

助成対象労働者の職務内容と訓練の関連性
（企業連携型訓練の場合は出向元事業所にお
ける助成対象労働者の職務内容と訓練の関連
性）

　職場の問題を未然に防止するための「人との関係を良くするための基本心得」の習得と「実際に問題が発生し
た際の会計能力」を高めることで、人間関係を良くし、職場の能率向上をめざす。

育児休業期間中に自発的に訓練を実施する
旨の申し立ての有無（育児休業者に対する
訓練を実施する場合）

4 セルフ・キャリアドック制度導入の有無

10

18

・ 無 有　 ・　　無

受講者全員が新規採用者

分

分

人の扱い方研修(第2回)

〇△

11

（３）出向元事業主・事業主

14

認定実習併用職業訓練

中高年齢者雇用型訓練

労働生産性向上訓練

企業単独型訓練

企業連携型訓練

事業主団体等連携型訓練

1

初  日 日

日月

訓練として行われる職業能力検定の有無 　有

時間

教育訓練機関の名称
及び訓練の実施場所

　

一般財団法人 北海道農業協同組合学校
江別市文京台東町43番地1

訓練カリキュラム 別添資料として添付してください。

総訓練時間数の内
訳
『2助成の区分』の
うちオ、カおよび
キの場合のみ記載
（ただし（３）～
（６）については
オの場合のみ記載

分 時間

(2)職務内容(※)

時間

訓練種別

訓練として行われるキャリアコンサルティングの有無

分

(1)氏名

分 時間 分

実訓練時間が10時間超なので、特別訓練コース(若年人材育成訓練)に単独申請できます

人材開発支援助成金(特定訓練コース・一般訓練コース)年間職業能力開発計画

1 2

4 枚中 4 枚目

○

年間計画番号 1 グローバル人材育成訓練

特定分野認定実習併用職業訓練

助成の区分
（該当するものに○

を付ける）

当表現は、研修冊子の「研修のねらい」を

引用しておりますが、極力、自ＪＡの内容

(研修に対するねらい)で記載してください
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訓練様式第３号〔人材開発支援助成金(特定訓練コース・一般訓練コース)年間職業能力開発計画〕(裏面)  
【提出上の注意】 
 ・特定分野認定実習併用職業訓練における企業連携型訓練については、出向元事業主と出向先事業主、事業主団体等連携型訓練については、事

業主と事業主団体が共同してこの計画を作成してください。 
 
・期限について 
１ 支給申請書は、訓練終了日の翌日から起算して２か月以内に事業所の所在する都道府県の労働局へ提出してください。なお、 
  特定分野認定実習併用職業訓練、認定実習併用職業訓練については、厚生労働大臣の認定を受けた実訓練時間数を超えて OJT を実施する場

合においては、厚生労働大臣の認定を受けた実訓練時間数に達した日をもって訓練終了の日とします。 
  また、１コースの訓練期間が２年以上である場合、１年間の訓練等を修了した日の翌日から起算して２か月以内に支給申請することができま

す。 
この場合、当該１年間に係る額の支給申請となります。 

２ 既に提出した訓練コースに変更（訓練カリキュラム（訓練内容を含む）、実訓練時間数、受講者数（受講者名を含む）（受講者（予定）者数を

減らす場合には不要）、OFF-JT に係る実施日時、実施場所、訓練講師（認定職業訓練を除く事業内訓練及び認定職業訓練を除く熟練技能育成・

承継訓練のみ））する場合（企業規模を変更する場合や年間職業能力開発計画８欄の受講（予定）者数を減らす場合を除く。）は、当初計画して

いた訓練実施日もしくは変更後の実施日のいずれか早い方の前日までに人材開発支援助成金（特定訓練コース・一般訓練コース）訓練実施計画

変更届（訓練様式第２号）に新たな人材開発支援助成金（特定訓練コース・一般訓練コース）年間職業能力開発計画（訓練様式第３号）を添え

て提出してください。なお病気、けが、天災等、やむを得ない理由により変更が生じた場合には、変更後の訓練実施日後 7 日以内までにやむを

得ない理由が確認できる資料を添えて変更届を提出することを必要とする。また、人材開発支援助成金（特定訓練コース・一般訓練コース）訓

練実施計画変更届（訓練様式第２号）を提出せずに訓練等を実施した場合は助成の対象となりません。 
   
【記入上の注意】 

① １欄の年間計画番号には、訓練コース毎に通し番号をつけてください。他のコースと同じ番号を付けないように注意してください。 

② ２～６欄は、該当するものに「○」を記入してください。 

③ ７欄は訓練コースの名称を記入してください。訓練コースとは、事業外訓練の場合は受講した訓練機関が設けている訓練名を、事業内訓練

の場合は、申請事業主が独自に訓練名を設定してください。 

④ ８欄は、訓練の受講（予定）者数を記入してください。 

⑤ ９欄は、総訓練時間に計上される訓練の初日と最終日を記入してください。なお、通信教育を含む訓練の場合は、通信教育の部分について

も含まれるものとします。 

⑥ 10 欄の「総訓練時間数」は、昼食等の食事を伴う休憩時間を除いた訓練時間を記載してください。なお、通信訓練を含む訓練が実施される

場合は、通信教育の部分についても総訓練時間数に含まれるものとします。 

また、「実訓練時間数」は、「総訓練時間数」、移動時間・助成対象とならないカリキュラム等の時間を除いた時間数を記載してください。 

⑦ 11 欄は、『2 助成の区分』のうち『オ 特定分野認定実習併用職業訓練』、『カ 認定実習併用職業訓練』及び『キ 中高年齢者雇用型訓練』の

場合のみ総訓練時間数の内訳（座学等（OFF-JT）と実習（OJT）の時間数）を記入してください。また11欄(3)から 11 欄(6)については、『オ 

特定分野認定実習併用職業訓練』の場合のみ記載してください。 

⑧ 12 欄は、訓練として行われる職業能力検定が計画されているかについて、該当箇所に「○」を付けてください。 

⑨ 13 欄は、訓練として行われるキャリアコンサルティングが計画されているかについて、該当箇所に「○」を付けてください。 

⑩ 14 欄は、訓練様式第４号を用いて、助成対象労働者の氏名、職務内容、雇用保険被保険者番号等を記載してください。 

⑪ 15 欄は、訓練コ－スの内容と助成対象労働者の職務がどのように直接関連するか具体的に記入してください。 

⑫ 16 欄は、訓練の実施方法についてどちらかにチェックをいれてください。なお、『事業内訓練』にチェックを入れた場合は講師の氏名を記

載するようお願いします。 

 ・事業内訓練 

  Off-JT であって、申請事業主自らが主催し、事業内において集合形式で実施する訓練等のことをいいます。社外の講師を招聘した行った訓

練であっても申請事業主自らが企画し主催した訓練は事業内訓練になります。 

  ・事業外訓練 

   Off-JT であって、公共の職業能力開発施設、学校教育法上の教育機関、各種学校、専修学校、認定職業訓練施設、他の事業主団体等が企画

し主催している訓練等をいいます。 
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③
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④
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1
①

、
②

、
⑤

～
⑨

、
⑩

は
全

メ
ニ

ュ
ー

共
通

で
記

載
し

、
⑪

、
⑫

は
特

定
分

野
認

定
実

習
併

用
職

業
訓

練
、

認
定

実
習

併
用

職
業

訓
練

、
中

高
年

齢
者

雇
用

型
訓

練
の

場
合

の
み

、
③

、
④

、
⑬

、
⑭

は
専

門
実

践
教

育
訓

練
の

み
記

載
し

て
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

2
①

年
間

計
画

番
号

欄
に

は
、

年
間

職
業

能
力

開
発

計
画

（
訓

練
様

式
第

３
号

）
と

対
応

し
た

年
間

計
画

番
号

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

3
②

訓
練

コ
ー

ス
の

名
称

は
、

年
間

職
業

能
力

開
発

計
画

（
訓

練
様

式
第

３
号

）
の

７
欄

に
記

載
し

た
訓

練
コ

ー
ス

の
名

称
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

5 6 7 8 1
1

1
2

1
3 1

（
※
1
）
年
間
職
業
能
力
開
発
計
画
期
間
を
指
し
ま
す
。

2 3

※
　

事
業

主
が

講
座

経
費

の
全

額
（

1
0
0
万

円
）

を
教

育
訓

練
機

関
に

支
払

い
（

立
替

払
い

を
し

て
）

、
後

日
そ

の
う

ち
の

一
部

（
5
0
万

円
）

を
労

働
者

が
事

業
主

に
支

払
う

場
合

、
助

成
金

の
対

象
経

費
は

1
0
0
万

円
で

は
な

く
、

事
業

主
が

実
質

的
に

負
担

し
た

金
額

（
5
0
万

円
）

と
な

り
ま

す
。

⑭
雇

用
保

険
の

教
育

訓
練

給
付

金
の

支
給

申
請

予
定

に
は

、
⑬

訓
練

受
講

予
定

者
の

経
費

負
担

の
有

無
欄

で
「

有
」

に
 

を
つ

け
た

訓
練

受
講

予
定

者
に

つ
い

て
、

雇
用

保
険
の

教
育

訓
練

給
付

制
度

を
活

用
し

て
訓

練
受

講
予

定
者

が
経

費
を

負
担

す
る

予
定

が
あ

る
場

合
は

、
「

有
」

に
 
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

雇
用

保
険

の
教

育
訓

練
給

付
制

度
を

活
用

し
て

訓
練

受
講

予
定

者
が

経
費

を
負

担
す

る
予

定
が

な
い

場
合

は
、

「
無
」

に
 

を
つ

け
て

く
だ

さ
い

。

⑬
キ

ャ
リ

ア
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
の

実
施

の
有

無
は

、
「

⑩
対

象
者

の
属

性
」

欄
で

「
新

規
学

卒
予

定
者

以
外

」
に

チ
ェ

ッ
ク

し
た

場
合

、
又

は
特

定
分

野
認

定
実

習
併

用
職

業
訓

練
（
企

業
単

独
型

訓
練

）
の

場
合

、
訓

練
対

象
者

に
対

す
る

キ
ャ

リ
ア

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

の
実

施
の

有
無

を
チ

ェ
ッ

ク
し

て
く

だ
さ

い
。

受
講

者
数

（
受

講
者

名
）

や
訓

練
の

受
講

形
態

（
※

２
）

に
つ

い
て

変
更

が
生

じ
る

場
合

は
、

人
材

開
発

支
援

助
成

金
（

特
定

訓
練

コ
ー

ス
・

一
般

訓
練

コ
ー

ス
）

事
業

主
訓

練
実

施
計
画

変
更

届
（

訓
練

様
式

第
２

号
）

を
提

出
し

て
く

だ
さ

い
。

※
２

　
訓

練
の

受
講

形
態

に
つ

い
て

は
、

「
ア

　
事

業
主

命
令

に
よ

る
受

講
」

又
は

「
イ

　
労

働
者

の
自

発
的

な
受

講
」

に
関

す
る

変
更

に
つ

い
て

人
材

開
発

支
援

助
成

金
（

特
定

訓
練
コ

ー
ス

・
一

般
訓

練
コ

ー
ス

）
事

業
主

訓
練

実
施

計
画

変
更

届
（

訓
練

様
式

第
２

号
）

を
提

出
し

て
く

だ
さ

い
（

「
イ

　
労

働
者

の
自

発
的

な
受

講
」

の
う

ち
、

「
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

」
や

「
事

業
主

に
よ

る
賃

金
の

支
払

い
」

に
関

す
る

変
更

に
つ
い

て
は

、
提

出
不

要
で

す
。

）
。

事
業

主
が

、
労

働
者

の
自

発
的

な
受

講
に

対
し

て
支

援
を

行
う

場
合

で
あ

っ
て

、
厚

生
労

働
大

臣
が

指
定

す
る

専
門

実
践

教
育

訓
練

の
教

育
訓

練
講

座
の

経
費

（
入

学
料

及
び

受
講

料
）
を

事
業

主
と

労
働

者
の

双
方

が
負

担
す

る
場

合
の

助
成

の
対

象
と

な
る

経
費

は
以

下
の

例
の

と
お

り
で

す
。

⑬
訓

練
受

講
予

定
者

の
経

費
負

担
の

有
無

欄
に

は
、

雇
用

保
険

の
教

育
訓

練
給

付
制

度
を

活
用

す
る

な
ど

に
よ

り
、

訓
練

受
講

予
定

者
が

経
費

を
負

担
す

る
予

定
が

あ
る

場
合

は
、

「
有
」

に
 

を
つ

け
て

く
だ

さ
い

。
訓

練
受

講
予

定
者

が
経

費
を

負
担

す
る

予
定

が
な

い
場

合
（

事
業

主
が

経
費

の
全

額
を

負
担

す
る

場
合

）
は

、
「

無
」

に
 
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

氏
名

欄
が

不
足

す
る

場
合

は
、

様
式

第
４

号
（

継
紙

）
に

記
載

し
、

本
紙

に
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

④
訓

練
の

実
施

方
法

欄
は

、
講

座
指

定
さ

れ
た

専
門

実
践

教
育

訓
練

の
実

施
方

法
に

つ
い

て
、

通
学

制
又

は
通

信
制

い
ず

れ
か

に
○

を
付

け
て

く
だ

さ
い

。

⑥
職

務
内

容
は

、
助

成
対

象
労

働
者

の
職

務
内

容
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

例
：

①
一

般
訓

練
コ

ー
ス

同
一

労
働

者
が

受
講

で
き

る
受

講
回

数
は

、
１

年
度

（
※

１
）

当
た

り
３

コ
ー

ス
ま

で
で

す
。

【
そ

の
他

の
注

意
事

項
】

【
記

入
上

の
注

意
】

9 1
0

⑪
受

講
回

数
欄

は
、

本
助

成
金

の
助

成
対

象
と

な
る

受
講

生
の

訓
練

受
講

回
数

を
記

載
し

て
く

だ
さ

い
。

⑧
助

成
区

分
は

、
年

間
職

業
能

力
開

発
計

画
（

訓
練

様
式

第
3
号

）
の

「
２

の
助

成
の

区
分

」
で

○
を

付
け

た
名

称
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

　
　

②
特

定
訓

練
コ

ー
ス

の
ア

若
年

人
材

育
成

訓
練

　
等

⑫
訓

練
の

受
講

形
態

欄
に

は
、

ア
又

は
イ

の
該

当
す

る
受

講
形

態
に

 
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

イ
の

労
働

者
の

自
発

的
な

受
講

に
該

当
し

、
訓

練
経

費
の

一
部

又
は

全
部

の
額

を
事

業
主

が
負

担
す

る
場

合
は

「
事

業
主

に
よ

る
経

費
の

負
担

」
に

 
を

つ
け

、
訓

練
受

講
中

に
賃

金
を

支
払

う
場

合
は

「
事

業
主

に
よ

る
賃

金
の

支
払

い
」

に
 
を

つ
け

て
く

だ
さ

い
。

な
お

、
ア

に
該

当
す

る
場

合
、

事
業

主
は

経
費

を
全

額
負

担
す

る
必

要
が
あ

り
、

受
講

者
に

経
費

の
一

部
又

は
全

部
の

額
を

負
担

さ
せ

た
場

合
は

支
給

対
象

外
と

な
り

ま
す

の
で

御
留

意
く

だ
さ

い
。

③
専

門
実

践
教

育
訓

練
の

講
座

指
定

番
号

欄
に

は
、

雇
用

保
険

法
施

行
規

則
第

1
0
1
条

の
２

の
７

第
２

号
に

規
定

す
る

中
長

期
的

な
キ

ャ
リ

ア
形

成
に

資
す

る
専

門
的

か
つ

実
践

的
な

教
育

訓
練

と
し

て
厚

生
労

働
大

臣
が

指
定

す
る

教
育

訓
練

の
講

座
の

指
定

番
号

（
５

桁
－

６
桁

－
１

桁
）

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

訓
練

様
式

第
4
号

〔
人

材
開

発
支

援
助

成
金

（
特

例
訓

練
コ

ー
ス

・
一

般
訓

練
コ

ー
ス

）
訓

練
別

の
対

象
者

一
覧

〕
(
裏

面
)

4

事
業

主
負

担
分

5
0
万
円

労
働
者

負
担

分
50
万
円

講
座

経
費

（
入
学
料

及
び
受

講

料
）

（
1
00
万
円

）
助
成

金
の
対
象

と
な
る
経
費

助
成
金
の

対
象
と

な
ら
な
い
経

費

【
例
】
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雇用契約書 

 

氏
ふり

 名
がな

 組合
くみあい

 花子
は な こ

 生年月日 平成 8年 9月 25 日 

現住所 

〒069-0834 

江別市文京台東町 48 番地 

TEL 011-386-7501 

 

以下の条件により雇用契約を締結する。 

雇用期間 
期間の定め 有・無 

平成 29年 4 月 1 日 ～ 平成  年  月  日（ ヶ月間） 

就業場所 北海道農業協同組合 総務部 

業務の内容 総務業務全般 

就業時間 午前 9時 00 分 ～ 午後 5時 00 分 

休憩時間 午後 12時 00 分 ～ 午後 1時 00 分までの 60 分間 

所定時間外労働 
1.所定時間外労働：有（ 2 時間程度/月）・無 

2.休日労働：有（  日程度/月）・無 

休日 土曜、日曜日 国民の祝日 年末年始(12/31~1/3) 

休暇 

年次有給休暇・夏季休暇・冬期休暇 

代替休暇（有・無） 

その他特別休暇（有・無） 

賃金 
 

初任給他、賃金規程による 

交通費 実費支給 

加入保険 北農健保組合 

退職に関する 

事項 

1.定年制：有（満 60歳）・無 

2.自己都合退職（自己都合退職の場合、退職する 120 日前に届け出ること） 

3.解雇（解雇については、当社就業規則による） 

その他 

 

 

 

平成 30年 4 月 1 日 

雇用者  住所： 江別市文京台東町 48 番地 

名前： 組合 花子           印 

 

被雇用者 住所： 江別市文京台東町 43 番地 1 

名前： 北海道農業協同組合  

代表理事組合長 農協 太郎    印 
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